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ジョージ・パーカーと組んで、世界で初めて PR会社を興し，良心的な企業の PR を引き受ける

















るようになった。例えばGMは1931年に， us スチールは1936年に PR部門を設けている。 30
年代に PRが経営の重要機能と認識され始めた背景には，企業は社会と強く結ぼれているがゆ








さて日本に PRの思想、がもたらされたのは第二次大戦後のことである。 GHQ (連合国軍最
高司令部)は中央官庁に「パブリック・リレーションズ・オフィスJ の設置を促したり，官庁
職員や広告業者代表を対象に政府広報やPRについての13回シリーズの講習会を開催したりし


















い政治への不満が社会に充満していた。 1964年 7 月のニューヨークのハーレム暴動以来毎年夏




( 2 ) 国民経済研究協会が約800社を対象に1981年に実施した調査(回答216社)によると，昭和40年
代に「初めて広報活動のための組織を設置した企業J 38.9% , r組織変更を含め，現在の広報部門
を設置した企業J 43.0%で， 8 割以上が40年代に広報担当部門を作った。
( 3 ) 日経連が1975年に実施した調査(回答379社)によると，企業PR活動を行っている 264社のう
ち，報道機関への PR活動は236社 (89.4%) にのぼっており，その方法も取材協力216社 (8 1. 8%) ，
記者会見，発表209杜 (79.2%) ，ニュース・リリース 151社 (57.2%) となっている。( )内の%
は報道機関への企業PR活動を行っている 236杜に対する比率である。













あった。同じ頃GMのデトロイト本社の前には“G.M. Gets Rich , G.I.s Die" (GMは富み，
GI たちは死にゆく)との旗をたてた反戦ピケが張られた。
このような社会問題の存在とその解決方向は J.K. ガルプレイス， v.パッカード， R. カーソ
ンなどの社会批判の著作を通じてさらに明確化した。また1962年ケネディ大統領による「消費

















( 6 ) J . K Galbraith , The Affluent Society, 1958 (鈴木哲太郎訳『ゆたかな社会』昭和35年)， v. 
Packard , The Hidden Persuade町 1957 (林周二訳『かくれた説得者』昭和33年) , The Wαste 
Makers, 1960 (南博・石川弘義訳『浪費をっくり出す人々 J 昭和36年)， R. Carson , Silent 砂ring，
1962 (青木梁ー訳『沈黙の春J 昭和49年)



















ド事件 (62年) ，アンプル風邪薬によるショック死事件 (65年) ，カネミ油症事件 (68年)など
が発生，消費者団体は生命に有害な食品，危険な商品の告発に力を入れるようになった。














ておれない。 PRマンは企業が危機的状況に陥るのを防ぐ調停役でなければならないJ (P R会



























































































NPOク、、ルーフ。などの啓蒙運動が大きく寄与している。ここでその例を 1- 2 あげておこう。
アメリカで発売されている rSHOPPING FOR A Better Worldj という小冊子は，社会的責
任のある消費者になるためのスーパーマーケットでの買物ガイドであって，延べ1300強のブラ
ンドのメーカー138社を対象に11項目について 3 段階の評価を行っている。その11項目の中には























( 8 ) その他の評定項目は「少数民族の登用J í軍事関与J í動物実験J í原子力への関与J í南アフリ
カへの関与J I従業員の家庭への恩恵J である。佐川幸三郎，参考文献 [9J 77-78頁。
( 9 ) 日本経済新聞96年 2 月 13 日付夕刊による。





















ダー (stake-holder) と呼ぶが，図 2 はそのもっとも一般的な例である。企業によってはこのほ
かに「消費者団体J r経済団体J rオピニオン・リーダーJ r学界J r政党・政治家j などをあげ
















































[ 7 J ，第 1 章参照。

















うになった C 1 (Corporate Identity) はこのような課題に対する一つの解答であった。
C 1 計画の目的は企業から発生するあらゆる情報の統ーをはかることにより，外部からみた
企業のアイデンティティを明確化することであったが，やがて企業は自分自身のアイデンティ
ティに目を向けることになる。 C 1 は当初企業のマーク，ロゴタイプ，配送車など外観的デザ
イン作品の統ーであるビジュアル・アイデンティティ (Visual Identity) を主眼として推進さ
れたが，やがて企業行動を統一するビへイピア・アイデンティティ (Behavior Identity) も加






に，それを企業内の従業員全体に伝達し浸透させていくという C 1 計画の全体像ができ上がっ
た。 C 1 がこのように進化したのは， 70年代後半以降企業を取りまく経営環境の変化がますま
す急激かつドラスチックになり，環境への適応能力を高め同時に組織内部の統合力を強化しな
ければ企業が生き残れなくなったからである。
日本でC 1 計画を導入した企業は非常に多いが，果してこのような全体的な C 1 計画を実行















































よると，これまでに C 1 を導入した企業が167社 (43%) 現在検討中が同じく 167社 (43%) で
あった。既に C 1 を導入した企業で企業イメージの向上や従業員のモラール・アップで効果が
あったと答えた企業は 7 割を越えているが，他方で「企業戦略に革新が起ったか」の問に対し
て「あまり変わらない」という回答が 7 割に達している。さらに導入した C 1 について，いま
のままで良いとする企業はわずか 1 割にとどまっており， C 1 に対する期待と現実の成果との
ギャップが小さくないことがわかる。これは C 1 計画を上に述べたような全体的かっ統一的な
体系として把握していなかったからであろう。今後改善すべきポイントとして，社員の実際の
行動変革に結ぴつけていくことが必要とする企業が40%，企業戦略との連動が必要とする企業




















syntality) は明確化し，企業の統合エネルギーであるシナジー (synergy) が増大する。シンタ
リティとは集団の構成員たちがその時点で、持っている構造の中にあって，相互作用を行った結
果出てくる集団全体としての反応であり，個人のパーソナリティに相当する概念である。また














































































基本財産出えん金を寄付している。 91-95年の 5 年間の助成対象は194件，総額で 1 億7 ， 070万
円に達している。
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